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本貿易会月報』2011 年 7‐8 月号）は震災
前から国として抱えてきた様々な資源制約
を十分に考慮したうえで政策の方向性を打
ち出すことの重要性を強調している。常時
に財政規律を疎かにすることで非常時にど 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
れだけの費用を負うことになるのか、政府
は厳しい教訓を真摯に学ぶ必要があろう。 
最後に上記の（１）と（２）だけでは、
被災地の人々の暮らしが正常化するわけで
はないことを強調しておきたい。優れた経
済政策は実行に移されてこそはじめて意味
を持つ。その点において、現場と中央を熟
知する立場から増田寛也が「東北復興－ゼ
ロからの出発」（『知的資産創造』2011 年 8
月号）で訴える行政権限の集中と選択、そ
して行政分野に民間を受け入れるために行
政を「開く」とことの意義はきわめて重要
といえる。 
